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凡例

１　記述の範囲
（1） 本書は、我が国の新式郵便の創業に至る経緯から創業150年を迎えるまでの郵政事業について記述し

ている。そのうち創業から100年より前については、概略的に記述することとし、郵政省の編集で1971
（昭和46）年3月に発行された『郵政百年史』に基本的によって第１編としている。

（2） 記述する事項は、2021（令和3）年5月14日のJP ビジョン2025の公表までのものとし、主要な事項で同
日までに方向性を示し、又は同日時点で継続中であったものについては、その後のことについても10月
初旬までを目処にできる範囲で記述している。

（3） 計数類は、2021年3月末現在を基本としている。

２　用字、用語等
（1） 用字及び用語は、法令文及び常用漢字表に準拠している。ただし、日本郵政グループでこれらと異な

る表記とすることとしている場合は、それにより（例：振込）、引用の場合は、原典の用字及び用語
によっている。なお、漢字は、（3）の人名を除き、当時は旧字体であったものも現在通用しているも
のとしている。

（2） 数字は、アラビア数字で表記できる場合は、アラビア数字としている。ただし、「郵政三事業」の「三」
その他の漢数字としている例外はある。

（3） 固有名詞は、（1）及び（2）によらず、そのまま表記することを基本としている。特に人名は、常用漢字
外の漢字を用いているものもできる限り表示している。会社名は、初出は○○○○㈱のように表記し
て、その後は㈱がないものとすることを基本とし、会社以外の団体等の名称についてもこれに準じてい
る。ただし、「日本郵政」、「日本郵便」、「ゆうちょ銀行」及び「かんぽ生命保険」は、初出から㈱がな
いものとしている（日本郵政に限り、日本郵政公社との区別の必要上㈱を付している場合もある。）。一
方、「郵便事業㈱」及び「郵便局㈱」は、㈱がないと事業の名称や店舗と紛らわしいため、常に㈱を
付している。

（4） 国営時代の記述で「為替貯金（事業）」や「保険年金（事業）」という語を用いているが、前者は郵便
貯金、郵便為替及び郵便振替並びにそれらの附帯業務等の総称であり、後者は統合前の簡易保険及び郵
便年金の総称である。

（5） 年の表示は、西暦とし、タイトル単位で、元号によるものでは初出のものにはその元号によるものを
付記している。ただし、固有名詞中に元号が用いられているような場合は、そのまま表記している

（例：昭和二十四年五月以前の簡易生命保険契約に関する特別措置法）。
（6） 法律は、初出で番号を付記し、「昭和47年法律第92号」を「昭47法律92」のようにして表記している。

政令及び府省令は、番号のみで表記することを基本とし、番号は、「昭47政令243」、「昭49郵令16」のよ
うにして表記している。なお、昭和以外の元号についてもこれに準じ、府省令の名称のうち「逓令」は

「逓信省令」、「郵令」は「郵政省令」、「総令」は「総務省令」のこととして表記している。
（7） ICT（かつては「IT」）、障がい者（かつては「障害者」）のような用語は、法律の題名のような場合

を除き、それらが用いられていなかった時代の記述でもそれらを用いることとしている。
（8） 計数の掲載単位未満の端数処理は、財務諸表の計数及びそれと同じ性格のものは切捨て、その他は四

捨五入としている。
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